
施策の柱１ 認知症の正しい知識の普及促進

施策内容

① 認知症サポーターの養成

 地域住民をはじめ、学生や認知症の人と地域で関わることが多いと想定される小売業・

金融機関・公共交通機関等で働く人に対して、認知症サポーターの活動について周知を

図るとともに、市町村、関係団体と一体となって認知症サポーターの養成を引き続き推進

する。

 認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施を行う「キャラバン・メイト」を認知症サ

ポーターの養成と合わせて引き続き養成する。

② 認知症に対する正しい理解に向けた広報・啓発

 世界アルツハイマーデー（９月21日）及び世界アルツハイマー月間（９月）において、県内

のランドマークとなる建築物をシンボルカラーのオレンジ色にライトアップする「オレンジラ

イトアップ」の取組等、オンラインを取り入れながら、広く周知することで、認知症への理

解を深めていくなどの活動を行う。

 さくらんぼカフェと協力し、やまがた認知症カフェ通信を引き続き発行し、オンラインを取り

入れながら、県内の認知症カフェに関する情報や認知症に関する取組を周知する。

1

資料４



施策の
進捗状況
（目標指標）

・認知症サポーターの養成数（養成講座の受講者数：累計）

※令和４年12月31日現在

今年度の
取組

 キャラバン・メイト養成研修会の開催（県内３会場）

 県職員向けサポーター養成講座の開催

 世界アルツハイマーデー（9月21日）及び世界アルツハイマー月間（９月）における各種啓

発活動の実施（県内3か所の建築物における「オレンジライトアップ」、フェイスブックによ

る周知、県庁舎内におけるのぼり旗の掲示）

 認知症の人と家族への援助をすすめる第38回全国研究集会in山形（11月６日）の開催支

援（フェイスブックによる周知）
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令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

160,629人 165,202人 180,000人 200,000人
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今後の
施策の
方向性

 企業・団体及び学校等でのサポーター養成講座開催の支援を継続して行っていく。

 引き続き、養成したサポーター及びキャラバン・メイトに、認知症カフェ及びチームオレンジ

等の地域における実践的な活動の内容を周知し、参加につなげていく。

 引き続き、県民への啓発に当たっては、若年層に広く普及しているSNS等の広報媒体を活

用する。

課 題

 新型コロナウイルス感染症の影響により、サポーター養成数が減少している。

 企業・団体、若年層のサポーターをより増やすための取組が必要である。

 養成したサポーター及びキャラバン・メイトをより実践的な活動に結びつけるための取組が

必要である。

 より多くの県民に認知症に対する正しい理解を深めてもらう必要がある。



施策の柱２ 認知症予防の推進

施策内容

① 高齢者の健康づくりの推進

 高齢者の健康づくりに「新型コロナに負けない身体づくり」という新たな視点を取り入れ、

「食」と「運動」を切り口とした健康づくりを推進する。

 食事、運動をはじめとする生活習慣病対策には認知症の発症を遅らせる効果が認めら

れていることから、自分が楽しいと思う定期的な軽運動（散歩・ラジオ体操・筋力トレーニ

ング）の継続を推進する。

② 地域における人との繋がりの促進

 通いの場等の認知症予防に資する県内各地の取組を広く県民に紹介し参加を促進する。

 通いの場の更なる普及・拡大を図るため、その担い手を養成する。

 市町村が開催する通いの場代表者研修会等に専門職を派遣し、認知症予防のメニュー

を含む介護・フレイル予防プログラムの普及を図るなど、通いの場における活動内容の

充実を促進する。

 コロナ禍における感染防止に配慮した通いの場の運営事例や、訪問活動や電話等によ

り人の繋がりを途絶えさせないための取組事例等について周知していく。

4



施策内容

 デジタル化の取組など、コロナ禍にあっても持続可能となる通いの場の新たな運営手法

を検討していく。

③ 高齢者の社会参加の促進

 高齢者が通いの場や生活支援の担い手として社会参加することができるよう、担い手を

養成していく。

 高齢者の豊富な経験や知恵を地域づくり等に生かし社会参画や社会貢献等に参加 しや

すい環境をつくるために、地域を豊かにする各種社会活動（スポーツ活動、文化活動、文

化伝承活動、健康増進活動）の促進を図る。

施策の
進捗状況
（目標指標）

・通いの場への参加率

※ 令和元年度は7.8%の参加率となっていたが、新型コロナウイルス感染症の影響により

減少している。
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令和２年度
令和３年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

6.2% 6.4% 8% 9%



課 題

 コロナ禍においても、通いの場等の活動継続に向けた取組を支援する必要がある。

 市町村間において通いの場等の普及状況に差が生じており、普及の進まない市町村に更

なる普及を促す必要がある。また、通いの場を運営していくにあたって、運営の担い手とな

る人材が不足している。

今年度の
取組

 ３大プロジェクト(減塩・ベジアップ、ウォーキング、健康経営)を柱に、ハイブリット方式で新・

やまがた健康フェア(ウォーキング大会等との一体実施)を開催

 介護・フレイル予防プログラムの内容を広く普及させるため、市町村が開催する通いの場

代表者等研修会への専門職の派遣（７市町村、10名 ※令和４年12月現在）

 厚生労働省で作成したオンライン通いの場のアプリケーションの周知

 デジタルを活用した「通いの場」モデル事業の実施（県内４か所）

 生活支援・介護予防サービスの担い手となる人材を養成するための研修会を開催（研修会

10回開催）

 スポーツ・文化活動を通して、高齢者の社会参加を促進し、健康増進、生きがいづくりを図

ることを目的とした山形県健康福祉祭の開催（スポーツ交流大会：９月下旬を中心に実施、

美術展：２月18～19日に開催予定）
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今後の
施策の
方向性

 コロナ禍においても通いの場の活動が継続できるよう、デジタルを活用した通いの場の運

営手法を全県的に周知する。

 引き続き通いの場の担い手の養成に向けた取組を継続していくとともに、養成された担い

手が実際に活動できる場を確保していく。



施策の柱３ 医療と介護分野の対応力強化

施策内容

・認知症ケアパスの実効性の確保及び普及促進

 県内全ての市町村において、ガイドラインを踏まえた認知症ケアパスが作成されるよう、

市町村を支援していく。

 市町村で作成された認知症ケアパスが、認知症の人やその家族、医療・介護関係者間

で共有・活用されるよう、市町村における認知症ケアパスの周知を促進する。

 市町村に対して認知症ケアパスの点検を促し、より実効性のあるものとなるよう、内容の

更新のための支援を行う。

 認知症ケアパスの実効性を高めるため、ガイドラインに沿った効果的な医療・介護サービ

スの切れ目ない提供事例の普及拡大を図る。

（１）認知症の容態に応じたケアの流れの確立及び充実強化

施策の
進捗状況
（目標指標）

・認知症ケアパスを作成している市町村

※令和４年12月31日現在

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

35市町村 35市町村 35市町村 35市町村
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課 題

 ケアパスは全市町村において作成されているが、その内容が地域の住民、医療・介護関

係者等に十分に周知されておらず、活用が進んでいない市町村がある。

 ケアパスを作成してから年数が経過し、情報が古いものとなっている市町村がある。

今年度の
取組

 認知症ケアパスの作成において主導的な役割を担う認知症地域支援推進員の研修受講

の支援。

 認知症ケアパスを県ホームページに一覧として掲載する取組を通じ、認知症疾患医療セ

ンターをはじめとする関係機関へ周知した。
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今後の
施策の
方向性

 市町村に対して、ケアパスの内容更新と住民への積極的な周知を促していく。

 市町村と連携し、ケアパス情報について県HP等で情報発信していく。

 引き続き、医師会等関係団体等と連携し、医療・介護関係者に対して、周知及び活用を

促していく。
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施策内容

① かかりつけ医の認知症対応力の向上

 日常的な診療に加え、認知症や認知症の疑いのある人に適切に対応し、必要に応じて専

門機関へ紹介するなど、かかりつけ医（主治医）の認知症対応力の向上を図るため、引き

続き研修を実施する。

② 歯科医師・歯科衛生士の認知症対応力の向上

 かかりつけ歯科医の診療を通じて、認知症や認知症の疑いのある人に早期に気づき、他

の医療従事者と連携しながら、容態に応じた適時・適切な歯科医療を提供するなど、歯科

医師・歯科衛生士の認知症対応力の向上を図るため、引き続き研修を実施する。

③ 薬剤師の認知症対応力の向上

 服薬指導等を通じて、認知症や認知症の疑いのある人に早期に気づき、他の医療従事者

と連携しながら、適切な服薬指導ができるなど、薬剤師の認知症対応力の向上を図るため、

引き続き研修を実施する。

④ 認知症サポート医の養成

 かかりつけ医からの認知症診断等に関する相談への対応や認知症に係る地域医療体制

の一翼を担う認知症サポート医の養成を引き続き実施する。

（２）医療従事者の認知症対応力の向上



施策内容

⑤ 一般病院勤務の医療従事者の認知症対応力の向上

 認知症の人が入院した場合、身体合併症併発の可能性がある疾病に早期に対応するとと

もに、行動・心理症状（BPSD）に適切に対応することが重要であることから、一般病院勤

務の医療従事者の認知症対応力向上を図るため、引き続き研修を実施する。

⑥ 看護職員（師長等）の認知症対応力の向上

 外来、入院、在宅医療等を通じて認知症の人と関わる看護職員が、治療を終えるまでの

プロセスに沿った必要な知識・実践的な対応力を習得し、医療機関内での認知症ケアの

適切な実施とマネジメント体制の構築を担うなど、指導的役割の看護職員の認知症対応

力の向上を図るため、引き続き研修を実施する。
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施策の
進捗状況
（目標指標）

① かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者数（累計）

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

524人 538人 725人 840人



施策の
進捗状況
（目標指標）

② 歯科医師等認知症対応力向上研修受講者数（累計）

③ 薬剤師認知症対応力向上研修受講者数（累計）

④ 認知症サポート医養成研修受講者数（累計）

⑤ 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者数（累計）

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

233人 317人 216人 260人

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

84人 91人 104人 118人
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令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

332人 332人 383人 430人

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

1,763 1,912人 2,107人 2,300人



施策の
進捗状況
（目標指標）

⑥ 看護職員（師長等）認知症対応力向上研修受講者数（累計）

今年度の
取組

 かかりつけ医認知症対応力向上研修の開催（14人受講）

 歯科医師等認知症対応力向上研修の開催（84人受講）

 薬剤師認知症対応力向上研修の開催（１月開催）

 認知症サポート医養成研修への派遣（７人）

 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修の開催（37人受講）

※ 日本看護協会等実施分（令和２年度認定69人、令和３年度認定43人）を含む

 看護職員（師長等）認知症対応力向上研修の開催（110人受講）

 各種専門職団体等と連携し、研修受講者の増加に向けた支援

課 題

 新型コロナウイルス感染症の影響により対面での開催が困難となっているほか、申込後

の辞退者や全日程の受講が困難な方も生じている。

 認知症初期集中支援チームを構成する認知症サポート医は、医師の異動等により欠員

が生じることから、継続的な養成が必要である。

※①～⑥：令和４年12月31日現在

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

433人 543人 530人 670人
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今後の
施策の
方向性

 オンラインでの研修開催など、研修に参加しやすい環境の整備に努める。

 引き続き、各種専門職団体等と連携し、研修受講者の増加に向けた取組を進めていく。

 認知症サポート医養成研修の周知にあたっては、その必要性を合わせて周知していく。

 引き続き、研修を受講したかかりつけ医・歯科医師・薬剤師について、「やまがたオレンジ

ドクター」、「やまがたオレンジデンティスト」、「やまがたオレンジファーマシスト」として公表

し、広く情報発信することで、地域における活動の機会を増やしていく。



（３）介護従事者の認知症対応力の向上

施策内容

① 良質な認知症介護を担う人材の育成

 認知症ケアについての正しい理解のもと、本人主体の介護を行い、できる限り症状の進

行を遅らせ、行動・心理症状（BPSD）を予防できるよう、引き続き認知症への対応力を向

上するための研修を行う。

 認知症介護の人材育成のための研修として、認知症介護基礎研修をはじめ、認知症介護

実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者養成研修、認知症介護

指導者フォローアップ研修を実施する。

 特に、2021（令和3）年度からは無資格者の介護職員に対し、認知症介護基礎研修の受講

が義務化（猶予期間３年）されるため、受講者数の増加を図る。

 また、介護サービス事業所を運営するために必要な研修として、認知症対応型サービス事

業開設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計

画作成担当者研修を実施する。

② 介護保険施設等勤務の看護職員の認知症対応力の向上

 介護保険施設等において日常的に認知症高齢者のケアに携わる看護職員に対し、認知

症が人の心理面に与える影響や、認知症の人や家族に対する具体的な関わり及び支援

のあり方等の認知症対応力の向上を図るため、引き続き研修を実施する。
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施策の
進捗状況
（目標指標）

① 認知症介護指導者養成研修受講者数（累計）

② 認知症介護実践リーダー研修受講者数（累計）

③ 認知症介護実践者研修受講者数（累計）

④ 認知症介護基礎研修受講者数（累計）
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※①～④：令和４年12月31日現在

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

336人 723人 1,278人 1,278人以上

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

3,721人 3,814人 4,200人 4,600人

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

694人 743人 800人 870人

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

47人 50人 47人以上 47人以上
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今年度の
取組

 認知症介護実践リーダー研修の開催（49人受講）

 認知症介護実践者研修の開催（93人受講）

 認知症介護基礎研修の開催（387人受講）

 基礎研修については、指定団体である認知症介護研究・研修仙台センターでe-ラーニン

グにより直接受講できる環境を整備。

課 題

 介護実践者研修の講師数を充実させる必要がある。

 無資格の介護職員に対する基礎研修受講が義務化されており、対象である場合、猶予期

間である令和６年３月31日までに受講する必要がある。

今後の
施策の
方向性

 引き続き、介護指導者養成研修の受講を促進していく。

 関係機関とも連携し、各施設に対し、未受講者の基礎研修受講を促していく。



施策内容

① 地域包括支援センターと関係機関の連携強化による効果的な取組の推進

 地域包括支援センターは、地域の高齢者等の保健医療・介護等に関する相談窓口であり、

認知症においても入口相談機能を担っているため、市町村のホームページや広報等を活

用 した啓発活動を促進し、広く認知度を高めていく。

 地域包括支援センターの初任職員及び現任職員の研修実施により、認知症相談対応力

の向上を図る。

 関係機関との連携については、医療・介護・福祉等だけではなく、認知症の人と地域で関

わることが多い小売業・金融機関・公共交通機関等との連携を進める。

② 認知症地域支援推進員と関係機関の連携強化による効果的な取組の推進

 認知症地域支援推進員が集まる会議等を通じて、先進的な活動事例の横展開を促進す

ることにより、「医療・介護等のネットワーク構築」、「認知症対応力向上のための支援」、

「相談支援・支援体制構築」を強化するための支援を行う。

③ 認知症初期集中支援チームと関係機関との連携強化による効果的な取組の推進

 各市町村が設置する認知症初期集中支援チームの体制強化を図るため、認知症初期集

中支援チーム員研修の受講支援を行う。

 また、市町村連絡会議等において全国及び県内市町村における先進的な取組事例を紹

介すること等を通じて、効果的な活動を促進する。 18

（４）早期診断・早期対応のための関係機関の連携強化



課 題

 地域包括支援センター職員及び認知症地域支援推進員の資質向上を継続して図っていく

必要がある。

 初期集中支援チームと関係機関の連携強化により効果的な取組が推進されるよう、市町

村を支援していく必要がある。

施策内容

④ 認知症疾患医療センター（県内５か所に設置）を核とした連携体制の充実強化等による

効果的な取組の推進

 認知症疾患医療センターが行う認知症疾患医療連携協議会等により、地域での連携強化

を図る取組を支援するとともに、認知症疾患医療センターの相談機能の充実を支援する。

 県内の認知症疾患医療センター間での情報共有が図られるよう、取組を支援する。

19

今年度の
取組

 地域包括支援センターの初任職員及び現任職員に対する研修の継続実施

 認知症地域支援推進員研修及び認知症初期集中支援チーム員研修に対する受講支援

 市町村連絡会議において、県内市町村における初期集中支援チーム員の好事例を紹介

 各認知症疾患医療センターにおける認知症疾患医療連携協議会及び研修会の開催

 認知症疾患医療センター職員同士の情報共有を目的とした情報交換会の開催
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今後の
施策の
方向性

 地域包括支援センターの職員に対する研修を継続して実施し、認知症相談対応力の向上

を引き続き図っていく。

 認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チーム員の研修について受講支援して

いくほか、好事例の紹介や情報交換の場を引き続き設けていく。



センター 医療連携協議会 研修会（主なもの）

篠田総合病院
【地域型】

協議内容（書面開催）：R2年度事業報告、R3年度事
業計画

開催日：R3.8.24（月）

・「認知症をとりまく現状と可能性」：R3.7.20
（火）

PFC HOSPITAL
【地域型】

協議内容（書面開催）：R3年度活動実績等
開催日：R4.2.8（火）

・「知っておきたい認知症」：R4.3.11（金）

佐藤病院
【地域型】

協議内容：R２年度活動報告等
開催日：R3.10.7（木）

・「若年性認知症について」
YOUTUBEによるWEB配信

日本海総合病院
【地域型】

協議内容（書面開催）：R3年度活動実績等
開催日：R4.3.29（火）

・「認知症疾患医療センターのご利用案内」
「認知症のBPSDへの理解と対応～薬物療
法の他にできること～」：R4.2.1（火）～
R4.3.18（金）参加オンライン開催

国立山形病院
【連携型】

村山圏域（篠田総合病院）に出席 ・「認知症早期受診のすすめ」：R3.10.2（土）

認知症疾患医療センターを核とした連携体制の充実強化による効果的な取組の推進

21

施策
・二次医療圏に１か所の認知症疾患医療センターを維持

・各認知症疾患医療センターにおける医療連携協議会の充実強化

＜R3年度地域連携拠点としての協議会、研修会の開催状況＞



延相談件数 （単位：件） 延外来人数 （単位：人）

疾患センター名称 本人 家族 機関 不明 合計 男性 女性 合計

 篠田総合病院 95 610 545 1,250 1,483 2,610 4,093

 PFC HOSPITAL 1 10 38 49 14 16 30

 佐藤病院 47 488 275 810 436 804 1,240

 日本海総合病院 25 119 38 1 183 208 258 466

 国立山形病院 8 34 42 8 28 36

合　　　計 168 1,235 930 1 2,334 2,149 3,716 5,865

鑑別診断件数 （単位：人）

非該当 該当 計 非該当 該当 計 非該当 該当 計

 篠田総合病院 73 94 167 96 153 249 169 247 416

 PFC HOSPITAL 1 13 14 16 16 1 29 30

 佐藤病院 20 40 60 30 71 101 50 111 161

 日本海総合病院 70 55 125 72 76 148 142 131 273

 国立山形病院 3 5 8 7 21 28 10 26 36

合　　　計 167 207 374 205 337 542 372 544 916

原因疾患別内訳 （単位：人）

疾患センター名称 ＡＤ ＶａＤ ＤＬＢ ＦＴＤ その他 合　計

 篠田総合病院 183 14 19 5 24 245

 PFC HOSPITAL 28 1 1 30

 佐藤病院 85 7 1 18 111

 日本海総合病院 89 11 9 7 15 131

 国立山形病院 13 3 10 26

合　　　計 398 33 33 12 67 543

割　　　合 73.3% 6.1% 6.1% 2.2% 12.3% 100%

疾患センター名称
男　　性 女　　性 合　　計

ＡＤ：アルツハイマー型認知症、ＶａＤ：脳血管性認知症、ＤＬＢ：レビー小体型認知症、ＦＴＤ：前頭側頭型認知症
その他：混同型認知症、意味性認知症、アルコール性認知症、 嗜銀顆粒性認知症、大脳皮質基底核変性症　等

令和３年度認知症疾患医療センター実績

22



施策内容

 日頃から介護事業所に対し、感染拡大防止策の周知啓発や、感染症発生時においても

サービスを継続するための備えが講じられているかの定期的な確認等を実施する。

 施設にて感染が拡大した場合に備えて、他施設等からの応援職員の派遣体制の整備、

応援予定職員に対する事前研修の実施を行う。

23

今年度の
取組

 高齢者施設等に対し、感染への注意喚起と感染者が発生した場合の対応等について周

知

 感染防止対策に係るチェックシートを送付し、それに基づく自主点検の実施を指導

 入所施設の管理者や嘱託医を対象とした施設内療養に関する研修会（YouTube）の実施

 高齢者施設の職員や新規入所者を対象とした抗原定性検査キットによる集中的検査（週

２回）の実施

 職員相互派遣ネットワークによる応援職員派遣及び事前研修の実施

 感染が発生した介護施設に対し、他施設からの職員の派遣を調整及び衛生用品の購入

費や人件費のかかり増し経費等の助成

（５）介護サービスにおける新型コロナウイルス感染症対策
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今後の
施策の
方向性

 事業所に対しては、感染防止対策を徹底するよう引き続き注意喚起するとともに、事

業所の利用者及び職員の感染発生は予測ができないため、施設内で感染者が発生し

た場合の対応が迅速・適切に行われるよう指導する。

 職員の相互派遣ネットワークへの登録者の更なる拡大に向けて引き続き周知・啓発し、

事業者の理解を高めていく。

 感染者発生施設に対するかかり増し経費の助成制度を広く施設に周知、活用により、

介護サービスの継続や復旧を支援する。

課 題

 介護サービス施設・事業所等において感染者が発生した場合、各施設等にゾーニン

グ等のノウハウがなく、事前のシミュレーションも不十分である。

 職員の相互派遣ネットワークを構築しているが、職種や感染症発生の規模によっては

十分なスタッフの確保が難しい。

 介護サービス施設・事業所等において感染者が発生した場合の感染対策にかかる費

用負担が増している。



施策の柱４ 認知症の人と家族にやさしい共生地域づくり

施策内容

① 認知症相談・交流拠点「さくらんぼカフェ」における相談機能の充実強化

 「さくらんぼカフェ」における電話や面談での個別相談を引き続き実施し、気軽に相談 で

きる体制を構築するとともに、認知症の本人同士やその家族が交流できるスペースの

設置や出張交流会の開催により、認知症の人の精神の安定や介護者の精神的負担の

軽減を図る。

 「さくらんぼカフェ」の出張交流会を通じて、認知症に関する相談と本人及び家族等の交

流の機会を創出する。

 新型コロナウイルス感染症に係る介護者の精神的負担及び不安の軽減を図るため、広

く相談窓口について周知する。

② 若年性認知症の人への支援の充実強化

 若年性認知症支援コーディネーターを引き続き配置し、若年性認知症コールセンターを

はじめとしたワンストップのきめ細かな相談により、医療・福祉・就労の総合的な支援を

行う。

25

（１）相談体制の充実強化



課 題

 引き続き、必要な方が支援を受けられるように「さくらんぼカフェ」及び若年性認知症コー

ディネーター等の周知をする必要がある。

 若年性認知症の人を支援するため、引き続き、関係機関との連携を進めていく必要があ

る。

施策内容

 若年性認知症の人に対して、発症初期から高齢期まで本人の状態に合わせた適切な支

援が図られるよう、認知症の各支援機関をはじめ、医療、介護、福祉関係や、経済団体

等との連携を強化する。

26

今年度の
取組

 「さくらんぼカフェ」における相談対応、交流スペースの設置

 「さくらんぼカフェ」の出張交流会の開催（４回開催）

 「さくらんぼカフェ」内への若年性認知症コーディネーターの配置

 若年性認知症コーディネーターのフォローアップ研修会への参加

 若年性認知症の人と家族のつどい「なのはな」（篠田総合病院と認知症の人と家族の会

山形県支部の共催）による交流の場の提供

 若年性認知症の人を支援するためのネットワーク会議の開催

 若年性認知症の人に向けたガイドブックの改訂
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今後の
施策の
方向性

 「さくらんぼカフェ」における電話や面談での個別相談や出張交流会を引き続き実施してい

くとともに、県民に対する相談窓口の認知度向上を図るため、引き続き県HPへの掲載や

各種会議の場等での周知を行っていく。

 若年性認知症の人を支援するために、ネットワーク構築のための会議を引き続き開催す

る。



施策内容

① チームオレンジの早期整備に向けた支援

 認知症の人や、その家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕

組みである「チームオレンジ」の全市町村での早期整備に向けて、立ち上げや運営支援

を行うチームオレンジコーディネーターを育成するための研修会を実施する。

 県内における好事例を収集し、横展開することで効果的な取組を推進する。

② 県内各地の認知症カフェにおける効果的な取組の推進

 情報交換会等において、好事例の紹介を行うことにより、各地の認知症カフェにおける効

果的な取組を支援するとともに、カフェ運営者間のネットワークの構築を図る。

 コロナ禍における各地の認知症カフェの好事例を横展開していくとともに、デジタル化の

取組など持続可能な認知症カフェの新たな運営手法を検討していく。

③ 認知症高齢者等の移動支援の推進

 運転免許証を自主返納した高齢者に対する様々な特典やサービスが受けられる協賛事

業者等を募集・登録し、自主返納した方の生活を支援するとともに、運転免許証の自主返

納を促進する。

28

（２）地域による共生支援体制づくり



施策の
進捗状況
（目標指標）

・チームオレンジの整備状況

施策内容

 住民主体による移動支援サービス提供のための担い手養成講座を引き続き実施すると

ともに、養成した担い手と住民主体で移動支援サービスを行っている団体を繋ぐ支援を

行う。

④ 権利擁護に関する事業の促進

 成年後見制度の更なる周知を図るとともに、関係機関と連携しながら、各市町村の取組

状況の把握や助言、研修会等を行うにより、市町村の取組が進むよう支援していく。

⑤ 認知症の人本人の社会参加の促進

 認知症の人の様々な形での社会参加事例について周知していく。

 認知症の人が、当事者だからこそできる認知症と診断された人への相談対応等や、これ

までの経験を活かした活動、比較的簡単な作業など、地域の中で役割と生きがいを持っ

て生活ができる環境づくりを支援していく。

29※令和４年12月31日現在

令和３年度
令和４年度
（現状）

令和５年度 令和７年度

1市町村 5市町村 20市町村 35市町村



課 題

 チームオレンジに従事する人材の確保が困難なことなどが理由で、整備がなかなか進ま

ない状況にある。

 コロナ禍においても、認知症カフェの活動を効果的に継続していく必要がある。

 運転免許自主返納者に対する支援を充実させていく必要がある。

 成年後見制度について、市町村によって住民への周知度合いや、制度利用のための体

制整備の状況に差が生じている。

 認知症の人の社会参加促進する必要がある。

今年度の
取組

 チームオレンジの全国、県内照会等による情報提供

 チームオレンジ・コーディネーター研修の開催や研修会の講師役となるオレンジ・ チュー

ターの養成研修受講を支援

 認知症カフェ運営者情報交換会の開催（４回開催）

 認知症カフェ好事例情報交換会（オンライン）の開催

 運転免許自主返納者に対する特典・サービスを受けられる協賛事業者の募集・登録（令

和５年１月10日現在の協賛事業所数：517か所）

 住民主体による移動支援サービス提供のための担い手養成講座の開催（２回開催）

 成年後見制度利用促進のための市町村等担当者研修会の実施

30
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今後の
施策の
方向性

 引き続き、市町村のチームオレンジに対する理解を深め、立上げ支援につながるような情

報提供及び研修会を実施していく。

 チームオレンジの担い手となることが期待される認知症サポーター及びキャラバン・メイト

の養成講座において、認知症カフェ及びチームオレンジの活動について紹介する。

 コロナ禍においても認知症カフェの運営が継続できるように、電話相談やオンラインを活用

したカフェの運営等、情報共有する場を設けていく。

 引き続き、免許証自主返納者に対する協賛事業者を充実させるとともに、移動支援サービ

スを含めた生活支援サービスの担い手を養成していく。

 成年後見制度の利用がさらに促進されるよう、制度の普及啓発や、市町村において業務

に従事する職員の資質向上のための研修会の実施等に引き続き取り組んでいく。

 認知症の人の社会参加促進のため、各市町村において活動している認知症の人の情報

を収集し、活動等を検討していく。


